
別紙１

年 月

（ ） 　生年月日（年齢）

27 年 6 月 26 日 （ 60 歳 ）

　（退職時）所属名 　（退職時）補職名

年 月 日

51 年 4 月 1 日 25 年 3 月 31 日

20 年 4 月

17 年 4 月

14 年 4 月

年 月

年 月

　大阪市職員基本条例該当条項

■ 外郭団体（§47①Ⅰ） □ 派遣団体(§47①Ⅱ） □ 外郭団体の子法人（§47①Ⅲ）

□ 財政的援助法人（§47①Ⅳ）（ □ 負担金 □ 補助金 □ 交付金 □ 出資・出えん □ 貸付金 ）

□ 行政上の権限行使に係る法人（§47②）

　コンプライアンスに関する規程の有無 □ 有 □ 無 ■ 不明

　職種 　年収（見込み）

薬剤師 500万円

同上 同上

　役職（予定） 　雇用形態（常勤・非常勤等）

技術部技術課長代理 常勤

　法人等の業種・事業内容等（定款、寄付行為、事業報告書等の添付により代えることも可。）

　別紙「事業報告書」参照

　具体的な内容（規程の添付により代えることも可。）

　勤務事業所名（予定、上記名称と同じ場合は省略可） 　勤務事業所所在地（上記所在地と同じ場合は省略可）

※退職（予定）時の所属を除き、過去10年間の職歴を記入してください。

２　承認を希望する法人・求人等の情報

　法人等の名称 　所在地

財団法人　大阪市○○○○協会 大阪市都島区△△△△

　平成

　平成

環境局環境管理部環境管理課長代理 水環境に関する市民への啓発事業の企画・立案

　平成 建設局下水道河川部水環境課担当係長 工場・事業場排水に関する立入調査、下水道の水質監視

　平成 健康福祉局健康推進部生活衛生課担当係長 薬局開設許可申請の審査

薬剤師 昭和・平成 平成

　（退職時）所属における職務内容

・市内の飲食店に対する食品衛生指導
・食中毒発生時における原因究明、飲食店に対する営業停止処分の実施

退
職
前
の
主
な
職
歴

　発令年月 所　属　　・　　補　職　名　称 職　務　内　容

　平成

健康局 ○○生活衛生監視事務所保健主幹 平成

　職種 　本市採用日 　本市退職（予定）日

（ふりがな） おおさか　たろう

氏　　名 大阪　太郎 昭和

　（退職時）所属発令日

再就職承認申請書（記載例・専門職）

平成 日

　大阪市長　様

　大阪市職員基本条例（平成24年大阪市条例第71号）第47条第４項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。
  この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

１　申請者
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　勤務時間・休日

　募集期間

　応募の □ 新聞、雑誌等の刊行物で募集 □ ホームページで募集 ■ 人材データバンクで募集

　きっかけ □ その他 （ ）

　その他の □ 新聞、雑誌等の刊行物で募集 ■ ホームページで募集 ■ ハローワークで募集

　求人方法 □ その他 （ ）

（１）申請者の在職中の職務内容と法人等との関わりの有無 ■ 有 □ 無

（２）上記（１）における申請者の関与の度合い

事業実施にあたっての最終的な意思決定は局長が行っていたが、業務を担当する課長代理として部下職員の企画立案内
容の精査・指導を行い、事業実施責任者である担当課長の補佐業務を担っていた。

求人の内容については、求人内容がわかるもの（求人票、人材データバンクの求人情報登録一覧表等）を添付しても構いません。

３　申請者と承認を希望する法人等との関係等

　具体的な関わりの時期及びその内容を記載してください

・関わりの時期　平成２０年４月　～　平成２３年３月
・所管団体である同法人と事業の共同企画・実施に携わった。

　業務遂行に際しての申請者の役割分担を記載してください

・環境保全等普及啓発事業に関する事務の統括及び現場事務所での労務管理に関すること

　再就職希望者に求める知識や経験等

・薬剤師免許を有していること
・環境保全に関する法令や業界の動向を熟知し、自らの判断の下で業務を適正に遂行できる能力を有していること
・大阪市又は民間企業等で課長級相当以上の職歴があり、部下指導育成能力が備わっていること

  再就職後に活用できると考える申請者自身の知識・経験・資格等（詳細に記載してください。）

・薬剤師免許（薬剤師名簿登録番号：１２３４５）
・前勤務先においては、水環境に関する市民への啓発事業の企画・立案業務に課長代理として従事、その中で如何にし
て一般市民に水環境に関して関心を持ってもらえるかという点に苦慮しながら、効果的・経済的な普及啓発活動のあり
方を検討・実践してきた。
・現在の職場において、所管区域内にある約８００件もの飲食店に対する食品衛生指導業務等を約２０人のスタッフと
ともに行っている。その中では突発的な対応を余儀なくされることも少なくないが、大阪市の食品衛生監視に関する最
前線の指揮官として、部下職員を指揮・監督しながら日々取り組んでいる。
・以上、これまで本市で培ってきた業務経験を有する者は広く民間労働市場において存在し得えず、その知識・経験を
最大限に活用して再就職先での業務に取り組むことが再就職先の効率的な団体運営に資するものであると考える。

　その他（備考）

　募集人数

平成　24年10月　1日 ～ 平成25年　2月28日 1人

　職務内容

　雇用期間

9:00～17:30（土・日・祝日・ 年末年始休み） 平成25年　4月　1日 ～ 平成28年　3月31日
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（１）２に掲げる法人に対する行政上の権限行使に係る業務の有無 ■ 有 □ 無

20 年 7 月 30 日

年 月 日

年 月 日

　申請者が従事した行政上の権限行使に係る職務内容（具体的に）

（２）上記（１）における申請者の関与の度合い

（３）２に掲げる法人に対して行った不利益処分であって申請者が関与していたものの有無 ■ 有 □ 無

■ 承認

□ 不承認

□

処理年月日 年 月 日承認番号 平成

承認に際しての附帯条件

不承認の理由

承認を必要としない理由

承認を必要
としない

　具体的な不利益処分の内容、同処分にあたっての申請者の役割及び関与の度合い

・同法人の事業実施に関連して、大阪市下水道条例に基づき水質改善命令を発出した。
・不利益処分を行うにあたっては、専決権者である担当課長が行政判断を行うための情報収集業務や同法人との連絡調
整業務に従事していた。

大阪市人事監察委員会　記入欄

受理番号

処理結果

　平成

工場・事業場排水について、汚水発生施設の構造や稼動状態、使用開始予定日、汚水の処理施設などが記載された届出
を受け付け、下水道法や大阪市下水道条例等に基づいて届出内容を審査し、許可を与える。

　行政上の権限行使に係る専決権者、同権限行使にあたっての申請者の役割及び関与の度合い（具体的に）

・届出に許可を与える決裁の専決権者は担当課長であった。
・市として意思決定を行うための資料収集や業者指導を行うことを主な業務内容としていた。

　平成 建設局 下水道河川部水環境課担当係長

　平成

【次の項目については、第47条第２号に規定する行政上の権限行使に係る法人への再就職承認申請の場合に記入してください。】

４　行政上の権限行使に係る業務（大阪市職員基本条例第47条第２号該当）

　離職前５年間における、２に掲げる法人に対する行政上の権限行使に係る職歴

　発令年月日 所　　　　　属　　　　　名 補　　　職　　　名


